
回答数：142

Ｑ１．貴社では副業・兼業を認めているか

認めており、届け出等は必要ない 2
認めているが、届け出や許可が必要 56
認めていないが、今後認める方向で検討中16
禁止している 67
よくわからない 0

＜Ｑ１で「認めている」と回答した方＞

Ｑ2．A-1. 現在、副業・兼業を認めている理由は何か、あるいは何だと思うか（複数回答）

副業・兼業を認めることで、むしろ離職が防げるため30

自社では得られない体験・経験が得られるため24

本人の収入増につながるため 20

働く意欲やモチベーションを高められるため18

個性や才能を伸ばせるため 16

人脈ネットワークが拡がるため 16

スキルアップが出来るため 15

オープン・イノベーションの創発につながるため13

自立した人材に成⾧するため 10

優秀な人材の採用につながるため 8

ベンチャー精神や行動力が育まれるため 8

自社の企業イメージ向上につなげるため 5

新規事業等、自社の事業に好影響を与えるため5

その他 15

わからない 3
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副業・兼業を認めることで、むしろ離職が防げるため

自社では得られない体験・経験が得られるため

本人の収入増につながるため

働く意欲やモチベーションを高められるため

個性や才能を伸ばせるため

人脈ネットワークが拡がるため

スキルアップが出来るため

オープン・イノベーションの創発につながるため

自立した人材に成⾧するため

優秀な人材の採用につながるため

ベンチャー精神や行動力が育まれるため

自社の企業イメージ向上につなげるため

新規事業等、自社の事業に好影響を与えるため

その他

わからない

（件）

その他：

・セカンドキャリア準備。

・役職定年などにより報酬低下分をカバーさせるため。

・社員の個別事情への対応。

・家業を手伝うなど社員の事情をサポートするため。

・積極的には認めていない。家業従事を中心に申請があれば認可。

・原則禁止だが、相続や前職で役員を務めていた一般社員が存在するケースや、

ボランティアの延⾧で休日に実施している取組に謝礼的な報酬が発生するケースがあるため。

・現実的に禁止することは困難であるため。

・法的な取り扱い

・そもそも認めない法的根拠がないため。

・制度導入に積極的な理由なし。職務専念義務に反しない限り兼職を拒む必要はないとの判断。

・特段のポリシーはないが、従業員の職業選択の権利に会社が縛りを設けることは望ましくないと考える。



＜Ｑ１で「認めている」と回答した方＞

Q２．A-2. 副業・兼業に関して会社として何らかの支援を行なっているか

会社として何らかの支援をしている 2
現在は支援していないが、今後支援する方向で検討している6
あくまで個人の問題とし、認可・許可するのみ47
わからない 3

＜Ｑ１で「認めていない」と回答した方＞

Q２．B. 現在、副業・兼業を認めていない理由は何か、あるいは何だと思うか（複数回答）

労務管理・労働時間管理・健康管理が難しいため67 13
本業がおろそかになるため 36 7
⾧時間労働につながるため 31 6
本業に悪影響を与えるため 31 6
労災基準が不明確なため 26 5
業務上の機密・秘密漏洩等のリスクがあるため21 4
本業と競業するため 16 3
人材流出につながるため 10 2
企業秩序を乱すため 0 0
その他 0 0
わからない 0 0

238 46

＜全ての回答者＞

Q３．副業・兼業を前提とした採用（＝副業採用）を実施しているか

実施している 4
まだ実施していないが検討中 7
実施していない 129
わからない 1
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10%
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わからない
5%

具体的支援内容：

・ショートワーク制度

（短時間勤務あるいは週４日勤務を認める制度）

・勤務時間、勤務日等の配慮

実施している 3%

まだ実施していないが検討中
5%

実施していない
91%

わからない 1%
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労務管理・労働時間管理・健康管理が難しいため

本業がおろそかになるため

⾧時間労働につながるため

本業に悪影響を与えるため

労災基準が不明確なため

業務上の機密・秘密漏洩等のリスクがあるため

本業と競業するため

人材流出につながるため

（件）

その他：

・合併した会社の為、副業・兼業に関するルールが無い


